
取組体系 主な内容 指標名 ７期計画策定時 H30分科会時 R1分科会時 現状値（R元年度末） 目標値 目標値に対する達成状況の評価

1 介護サービス基盤の整備

・在宅サービス事業所への監督・指導の充実
・施設サービスの基盤整備
・地域密着型サービス整備にかかる市町支援

特別養護老人ホーム
（広域型・地域密着型）
の整備定員数（累計）

9,980床
（平成28年度）

10,329床
(平成29年度)

10,408床
（平成30年度）

10,586床
（令和元年度）

10,936床
（令和２年度）

　施設整備は進んでいるが、整備計画の応募数が計画数
に達せず、目標値の達成は厳しい状況となっている。応募
数が減少している要因としては、建設資材価格の高騰等に
よる建設費用の増大、介護人材の確保が課題になってい
ることなどが考えらえる。
　引き続き施設サービスを必要とする高齢者ができるだけ
円滑に入所できるよう、利用見込をふまえつつ、計画的に
整備を進める。

2 介護人材の確保 ・新たな人材確保と現職員の定着の支援・介護施設等職員の資質向上

県福祉人材センターに
おける相談・支援による
介護職場等への就職者
数

537人
（平成28年度）

507人
(平成29年度)

315人
（平成30年度）

414人
（令和元年度）

720人
（令和２年度）

　　就職フェア、就職相談会による就職者数が前年度比61
人増する等、各事業実施の効果が表れた。
　引き続き幅広い世代からの新規参入を図るとともに、福
祉人材の資質の向上および定着促進のための取組を進め
る。

3
地域包括支援セ
ンターの機能強
化

・地域ケア会議の充実

地域包括支援センター
が開催する地域ケア会
議（個別ケースの検討を
行う個別会議）の開催回
数

484回
（平成27年度）

529回
(平成28年度)

542回
（平成29年度）

713回
（30年度）

612回
（令和２年度）

　開催回数が増加しており、令和2年度の目標値を達成し
ている。引き続き、地域包括支援センターにおける地域ケ
ア会議（ケースの検討を行う個別会議）の充実に取り組ん
でいく。

4 在宅医療・介護連携の推進
・在宅医療提供体制の基盤整備
・広域的な連携調整などの市町支援

訪問診療を実施する病
院・診療所数

447施設
（平成27年度）

447施設
（平成27年度）

441施設
 （平成28年度）

441施設
 （平成28年度）

504施設
 （令和２年度）

　平成29年度以降のデータが国から未提供である。
　平成27年度から28年度の変化を見ると、訪問診療を実施
する病院・診療所数は減少している。一方で訪問診療件数
は7,519件/月から8,018件/月に増加している。
　引き続き、市町の在宅医療・介護連携の取組を支援して
いく。

5 認知症施策の充実

・認知症の理解促進と相談体制の充実
・早期診断に向けた医療・介護サービスの充実
・認知症の人を支える地域づくり

認知症サポーター数（累
計）

157,614人
（平成29年
12月末）

162,190人
(平成29年度末)

180,839人
（平成30年度末）

198,644人
（令和元年度末）

199,000人
（令和２年度）

　着実に認知症サポーターの育成が進んでいる。
　なお、令和元年6月末時点で令和２年度の目標値をほぼ
達成（184,577人）したため、目標値を上方修正し、199,000
人を目標に取り組んでいる。（新型コロナウイルス感染症
の影響も鑑み、このままの目標値で実施）

6
介護予防・生活
支援サービスの
推進

・新しい総合事業の円滑な導入に向けた助言
や支援
・生活支援コーディネーター養成研修の実施

市町、地域包括支援セ
ンター、介護サービス事
業所等を対象に県が開
催する介護予防に関す
る研修の受講者数

368人
（平成28年度）

654人
(平成29年度)

485人
（平成30年度）

300人
（令和元年度）

420人
（毎年度）

　研修会テーマにより参加者数・層に差があるため、今年
度は目標値を達成できなかったが、三重県リハビリテー
ション情報センターの専門職登録者数の増加（H30年度：
386人→令和元年度：416人）、地域ケア会議・介護予防教
室への専門職派遣実績数の増加（H30年度：355人→令和
元年度：417人）など、県内の介護予防に関する従事者養
成・取組支援は進んでいる。
　引き続き介護予防サービスの推進のため市町・地域包括
支援センター担当者や介護予防従事者向けの研修の開催
に取り組んでいく。

7
介護保険制度の
円滑な運営と介
護給付の適正化

・事業者への指導・監査、介護サービスの苦情
への対応、市町の適正化事業の広域支援の実
施
・市町のケアプラン点検への支援

介護給付適正化事業の
うち、「ケアプランの点
検」を実施している保険
者の割合

76%
（平成28年度）

80%
(平成29年度)

100%
(平成30年度）

100%
（令和元年度）

100%
（令和２年度） 　2年連続して、目標を達成することができた。

8
元気高齢者が活
躍する支え合い
のまちづくり

・高齢者虐待未然防止に向けた研修会の開催
・高齢者の文化・スポーツ活動を通じた生きが
いづくり

地域で社会参加や生活
支援サービスの担い手
として活動する「地域シ
ニアリーダー」の養成研
修を受講した高齢者団
体数（累計）

51団体
（平成28年度）

78団体
(平成29年度)

93団体
（平成30年度）

102団体
（令和元年度）

103団体
（令和２年度）

　着実に団体数が増加している。
　引き続き、地域で社会参加や生活支援サービスの担い
手として活動する「地域シニアリーダー」の養成研修の開
催に取り組んでいく。

「みえ高齢者元気・かがやきプラン」の状況

「みえ高齢者元気・かがやきプラン」（平成30年度～令和２年度）

＜めざすべき方向＞
　地域の実情に応じて、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができるよう、医療、介護、予防、住まい・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケアシステム」のさらなる深化・推進に努めます。
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